
自主的積極的な環境配慮の取組の一層の推進と裾野の拡大

資料８：今後の主な検討課題

外部への環境コミュニケーションの課題

○環境報告書の策定企業は、全体から見るとごく少数。
○記載内容や記載方法が多種多様である一方、必ずしも的確な情報提供がなされていないのではないか。
○信頼性確保のための第三者レビューの試みも始まっているが、審査手法の標準化がなされていない。

○ISO14001は環境マネジメントシステムが一定の基準に合致しているかどうかの認証にとどまるため、認証
取得事業者が、実際に環境面でどれだけ成果を上げているかは、ISO14001だけでは判断が困難。

○比較可能性や信頼性の向上、ラベルの表示がわかりにくいのではないかという課題が存在。

環境報告書の課題

ISO14001の限界

環境ラベルの課題
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環境マネジメントシステム、環境
会計、環境報告書などの環境
配慮のツールの活用は、中小
企業をはじめとして、民間企業
にとっては必ずしも容易なもの
ではない。

技術的・人的困難性

ISO14001の取得圧力と取得意識のギャップ。ISO14001等の認証取得を形式
的なパスポートと捉える考え方も散見されるのではないか。

内部管理としての環境配慮手法の課題

中小事業者の取組
は、一部の先進的な
事業者にとどまる。環境報告書や環境会計等に取り組む事業者は、全体からみるとまだ一部の

事業者のみ。

環境配慮のためのツールの活用を一層促進するとともに、民間企業の自
主的な環境配慮への取組が社会や市場の中で適正に評価され、一部の
意識の高い企業以外に自主的な環境配慮の取組が一層広がるための条
件整備が必要ではないか。

今後の課題

環境への負荷の少ない持続可能な社会を構築していく
ためには、幅広い事業者が、その事業活動全体にわ
たって、自主的かつ積極的に環境配慮の取組を進めて
いくことが重要であるが、こうした取組が一部の意識の
高い企業以外になかなか広がらないのではないか。

環境配慮への積
極的な取組を高
く評価する素地
がまだ十分整っ
ていないのでは
ないか。

社会や市場の
側の課題
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資料８：今後の主な検討課題

環境配慮の取組のグローバル・スタンダード化への対応

環境マネジメントシステ
ム、環境会計、環境報
告書などの分野で様々
なグローバルスタン
ダードが発展・形成

○ＣＳＲの考え方の広がり（環境面も
含めた外部評価の進展や、社会的
責任投資の拡大）
○CSR促進のための戦略の策定や
法制度の整備の進展（投資に際して
の環境配慮に関する情報公開の義
務付け等）
○欧州独自の環境マネジメントシス
テム(EMAS)の展開
○持続可能性報告書の作成・公表
義務付けの流れ、持続可能性報告
書の第三者レビューの取組の進展
　等

欧　州

○ＩＳＯ14001の見直しの動き。
○ISOでのＣＳＲの規格化や環境コ
ミュニケーションの基本原則について
の規格化の動き
○民間の国際団体等による、環境・
社会両面に比重を置いた持続可能
性報告書のガイドラインの推進、環境
報告書の第三者レビュー制度の検討
○環境会計の手法確立に向けた国
際的議論の展開
　等

国際

○社会的責任投資の進展
○企業改革法において、
事業業績に重大な影響を
及ぼす可能性のある環境
問題等への対応を含む事
項を年次報告書に記述す
ることを規定

米　国

我が国としての今後の課題

グローバルスタンダードの構築に当たっては、欧州等の
取組に単に追随するのではなく、我が国での先進的な
環境配慮への取組が国際的にも正当に評価されるよう
な取組が必要なのではないか。

環境に配慮した事業活動の促進という地球規模の共通の
取組について、各国・各地域毎の個別の対応ではなく、国
際的整合性の確保に向けて、我が国として積極的な役割
を果たしていくべきではないか。

我が国での取組が正当に評価される
グローバル・スタンダードの構築

環境配慮の取組のグローバル・
スタンダード創りへの貢献
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